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2026年３月13日
株主の皆さまへ

富 山 市 城 北 町 ２ 番 3 6 号
日本海ガス絆ホールディングス株式会社
代 表 取 締 役 社 長 新 田 洋 太 朗

１．日　時 2026年3月30日（月曜日）　午前11時
２．場　所 富山市城北町２番36号　本社東館２階会議室
３．目的事項

報告事項
１．第８期（2025年１月１日から2025年12月31日まで）事業報告、連結計算書類並び
に会計監査人及び監査等委員会の連結計算書類監査結果報告の件

２．第８期（2025年１月１日から2025年12月31日まで）計算書類報告の件
決議事項
第１号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）８名選任の件
第２号議案　監査等委員である取締役３名選任の件
第３号議案　補欠の監査等委員である取締役１名選任の件
第４号議案　会計監査人選任の件

第8回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第8回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご案内申しあげます。
　なお、当日ご出席されない場合は、お手数ながら後記の「議決権の代理行使の勧誘に関する参考書
類」をご検討くださいまして、同封の委任状用紙に賛否をご表示いただき、ご押印のうえ、折り返し
ご送付くださいますようお願い申しあげます。

敬　具
記

　議案の概要は、後記「議決権の代理行使の勧誘に関する参考書類」に記載のとおりであります。
以　上

（その他）・当日ご出席の際は、お手数ながら同封の委任状用紙を会場受付にご提出ください。
・当社ウェブサイト（https://hd.ngas.co.jp）においても、本通知を公開しておりま
す。なお、事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合には、その旨を同
ウェブサイトに掲載させていただきます。
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（2025年 1 月 1 日から
2025年12月31日まで）

〔提供書面〕

事　 業　 報　 告

１. 企業集団の現況
⑴ 当事業年度の事業の状況

① 事業の経過及び成果
　当連結会計年度におけるわが国の経済は、雇用・所得環境の改善やインバウンド需要の拡大の
効果もあり、緩やかな回復基調で推移いたしました。また、日経平均株価の年末終値は過去最高
を記録し、人工知能（AI）ブームや政権による供給能力の底上げ戦略を受けて、製造業復権への
期待が高まりました。一方で、円安や人手不足によるコスト増加に加え、地政学的リスクや米国
の通商政策の影響などにより、先行きは依然として不透明な状況にあります。
　エネルギー業界におきましては、2015年のパリ協定を契機に、2050年に向けたカーボンニュ
ートラルの流れが一気に加速し、脱炭素社会を目指す動きがこれまで以上に広がりを見せていま
す。一方、トランプ大統領が2025年１月にパリ協定からの再離脱を表明し、バイデン政権で進
められていたクリーンエネルギー支援策（IRA：Inflation Reduction Act）の大幅見直しが示
されたことから、クリーンエネルギー開発の停滞が懸念されています。
　このような事業環境のもと、日本海ガス絆ホールディングスグループ（以下、当社グループ）
は、2030年の当社グループの目指すべき姿を示した「NEXT Vision」に基づき、「2025グル
ープ中期経営計画」を新たに策定いたしました。これにより、グループ各社の収支安定と目標利
益の達成、ならびにDX推進と業務効率化の強化を通じ、既存事業の強化・拡大と新規事業の創
出・育成に取り組み、総合エネルギーグループの実現を目指してまいります。
　当期における具体的な取り組みとして、既存事業強化の分野では、３月に北陸地区の都市ガス
事業者４社で「災害等緊急対応時における相互連携に関する協定」を締結いたしました。本協定
は、自然災害や供給障害が発生した際に、被害の最小化と早期復旧を図るため、相互に連携・協
力して対応することを定めたものです。
　新事業創出の分野では、５月に「株式会社ヤモリ」と空き家再生賃貸事業に関する業務提携の
締結を行いました。日本海ガスがこれまでに深めてきた地域ネットワークやインフラ資産と、ヤ
モリ社が有する空き家賃貸事業及びテクノロジーの知見を掛け合わせることで、空き家再生の効
率化と事業の拡大を図りました。これにより、地域課題の解決に一層貢献できるよう、取り組み
を進めてまいりました。
　この結果、当連結会計年度の業績につきましては、売上高は351億６千８百万円（前連結会計
年度比6.4％増）、営業利益は８億６千２百万円（前連結会計年度比31.1％増）、経常利益は11
億１千３百万円（前連結会計年度比25.7％増）、親会社株主に帰属する当期純利益は７億１千６
百万円（前連結会計年度比59.3％増）となりました。
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　事業セグメント別の概況は次のとおりであります。
　なお、当連結会計年度より、「株式会社北陸電設」のセグメントを見直した結果、「設備工事
事業セグメント」から「建築設備事業セグメント」に区分を変更しております。以下の前連結会
計年度比較については、前連結会計年度の数値を変更後のセグメント区分に組み替えた数値で比
較分析しております。

ガス及びＬＰＧ事業
　当連結会計年度末における都市ガスお客さま戸数は、新設住宅着工戸数が前連結会計年度に比
較して減少する中で、新規お客さまを1,054戸開発した結果、前連結会計年度末から54戸減の
60,400戸となりました。また、LPガスお客さま戸数は、新規に1,022戸のお客さまを開発した
結果、前連結会計年度末に比べ321戸増加し、40,875戸となりました。都市ガスとLPガスを合
わせたお客さま戸数は、101,275戸となり、前連結会計年度末に比べ267戸増加しました。
　2025年につきましては、冬期の平均気温は前年よりも低く、夏期の平均気温は前年よりも高
く推移し、冬場の暖房需要増、夏場の冷房需要増につながりました。また世界各地での紛争の頻
発、米国の相互関税やエネルギー政策の転換、円安の継続等は、企業の生産活動に多大な影響を
与え、特に産業用用途のお客さまへの影響が顕著なものとなりました。
　そのような状況の中、都市ガスの販売量につきましては、家庭用では、気温の影響により前連
結会計年度に比べ1.9％増の13,735千㎥、商業用では、景気回復や猛暑による空調稼働増の影響
により、同3.7％増の8,674千㎥、工業用では、新規開発や既存お客さまの稼働増により、同
0.7％増の85,826千㎥、その他用では、一部の大口お客さまの設備稼働増、空調稼働増などによ
り、前連結会計年度とほぼ同等の11,493千㎥となりました。一方、卸売では、卸供給先大口お
客さまの稼働減により、同2.8％減の10,374千㎥となりました。その結果、総販売量は前連結会
計年度に比べ0.7％増の130,105千㎥となりました。
　LPガスの総販売量は前連結会計年度に比べ2.8％増の43,467トンとなりました。これを小売の
用途別にみますと、家庭用は冬期の気温低下により同4.6％増の7,863トン、商業用は景気の回復
や空調稼働増により同2.8％増の6,213トン、工業用は一部大口お客さまの生産体制変更により同
1.6％減の19,943トン、その他用は能登半島地震からの復興に伴い同15.4％増の2,688トンとな
りました。また、卸売では同10.5％増の6,758トンとなりました。なお「日本海ガス株式会社」
における当連結会計年度のLPガス販売量は41,948トン、「株式会社北雄ホームサービス」にお
ける当連結会計年度のLPガス販売量は1,518トンとなっております。
　ガス販売金額の基準となる原料価格は、都市ガス、LPガスともに前連結会計年度に比べ下落
となりました。
　その結果、ガス及びＬＰＧ事業の売上高は234億８千２百万円となり、前連結会計年度に比べ
７千９百万円減少いたしました。
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工事及び機器販売事業
　家庭用のガス機器販売につきましては、「エコジョーズ」や給湯省エネ事業により「ハイブリ
ッド給湯器」の販売台数が大きく増加、また認知度の浸透により「ガス衣類乾燥機」の販売が好
調を維持する一方、ガス機器本体価格の上昇や全般的な物価高の影響、更には新築住宅着工戸数
の減少により、「ビルトインコンロ」や「エネファーム」の販売台数が伸び悩みましたが、一般
ガス機器の販売金額においては前連結会計年度を上回ることとなりました。産業用・業務用用途
においては、前連結会計年度にガスコジェネレーションシステムや設備工事の受注、能登半島地
震からの復旧に伴う設備工事等があったため、当連結会計年度の受注は前年度を下回ることにな
りました。その結果、工事及び機器販売事業の売上高は21億８千７百万円となり、前連結会計
年度に比べ１億４千２百万円の増加となりました。

設備工事事業
　ガス導管工事の減少により、設備工事事業の売上高は11億８千１百万円となり、前連結会計
年度に比べ２億３百万円の減少となりました。

建築設備事業
　空調機器の売上増加、住宅建築・リフォームの売上増加により、建築設備事業の売上高は89
億５百万円となり、前連結会計年度に比べ20億４千２百万円の増加となりました。

その他事業
　LNG販売量の増加により、その他事業の売上高は17億９千万円となり、前連結会計年度に比
べ４千１百万円の増加となりました。
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事 業 の 種 類 別 セ グ メ ン ト の 名 称 売 上 高 構 成 比
百万円 ％

ガ ス 及 び Ｌ Ｐ Ｇ 事 業 23,482 62.6

工 事 及 び 機 器 販 売 事 業 2,187 5.8

設 備 工 事 事 業 1,181 3.1

建 築 設 備 事 業 8,905 23.7

そ の 他 事 業 1,790 4.8

合 計 37,548 100.0

セ グ メ ン ト 間 取 引 消 去 △2,379 -

連 結 35,168 -

企業集団の事業セグメント別売上高

（注）記載金額は、単位未満を切り捨てて表示しております。

② 設備投資の状況
　当連結会計年度において実施いたしました当社グループの設備投資の総額は、26億３千８百
万円となり、その主なものは都市ガス及びＬＰガスのガス導管敷設工事であります。

③ 資金調達の状況
　当連結会計年度における資金調達の状況につきましては、特記すべき事項はありません。
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区 分 2022年度
（第５期）

2023年度
（第６期）

2024年度
（第７期）

2025年度
（当連結会計年度）
（第８期）

千円 千円 千円 千円
売 上 高 32,367,896 34,222,991 33,067,806 35,168,175

千円 千円 千円 千円
経 常 利 益 1,074,929 1,109,654 885,688 1,113,384

千円 千円 千円 千円
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 326,553 574,217 449,798 716,546

円 円 円 円
１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 30.02 52.80 41.37 65.92

千円 千円 千円 千円
総 資 産 34,136,317 33,299,867 34,649,801 38,006,756

千円 千円 千円 千円
純 資 産 20,776,079 20,859,528 22,224,458 25,285,357

0

8,000

16,000

24,000

32,000

40,000
32,367

第５期

34,222

第６期

33,067

第７期

35,168

第８期

■ 売上高
（百万円）

300

600

1,200

900

0

1,074

第５期

1,109

第６期

885

第７期

1,113

第８期

■ 経常利益
（百万円）

0

250
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500
326

第５期

574

第６期

449

第７期

716

第８期

■ 親会社株主に帰属する当期純利益
（百万円）
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60

30.02

第５期
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第７期

65.92

第８期

■ １株当たり当期純利益
（円）

0

10,000

20,000

30,000

40,000 34,136

第５期

33,299

第６期

34,649

第７期

38,006

第８期

■ 総資産
（百万円）

0

7,000

14,000

21,000

28,000
20,776

第５期

20,859

第６期

22,224

第７期

25,285

第８期

■ 純資産
（百万円）

⑵ 直前３事業年度の財産及び損益の状況
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会 社 名 資 本 金 議決権比率 主 要 な 事 業 内 容
千円 ％ ガス事業

液化天然ガス・液化石油ガス及びその他
高圧ガスの製造、供給、販売
ガス機器の製作、販売及び賃貸
建築工事、土木工事、管工事の設計、施
工及び監理
空調、冷暖房、厨房、浴槽、衛生等の設
備機器の製作、販売、修理及び賃貸

日 本 海 ガ ス 株 式 会 社 100,000 100.0

株 式 会 社 サ プ ラ 49,750 100.0
冷暖房空調設備の設計並びに販売・保守
管工事の設計・施工
土木・電気工事の設計・施工・請負

株式会社モット日本海ガス 30,000 100.0

住宅設備の設計・施工及び機器の販売・修理
建築工事、大工工事、内装工事、管工事
の設計、施工及び監理
ガスの開閉栓・点検などの業務の請負
車両・ＯＡ機器などのリース・割賦販売
損害保険代理店業
不動産の賃貸・管理

株 式 会 社 テ ル サ ウ ェ イ ズ 30,000 100.0
一般貨物自動車運送事業
天然ガスの配送・充填
液化石油ガス充填所の保安管理などの業
務の請負

株 式 会 社 Ｇ ・ テ ッ ク 29,000 100.0
都市ガス・ＬＰガス供給設備の設計・施工
水道工事・消雪設備の設計・施工
土木・建設工事の設計・施工

株式会社北雄ホームサービス 30,000 100.0 液化石油ガス及び灯油の販売
住宅設備の設計・施工及び機器の販売

株式会社TOSUMO建築設計 100,000 100.0
土木、建築業等の設計、施工、監理及び請負
建築士事務所の経営
空調、冷暖房、厨房、浴槽、衛生等の設
備機器の製作、販売、修理及び賃貸

株 式 会 社 北 陸 電 設 50,000 100.0 電気工事、電気通信工事の設計・施工

株 式 会 社 日 本 海 ラ ボ 40,000 100.0 インキュベーション事業
オープンイノベーション事業

特定完全子会社の名称 特定完全子会社の住所 特定完全子会社の株式
の帳簿価額の合計額 当 社 の 総 資 産 額

日本海ガス株式会社 富山県富山市城北町2番36号 9,173,179千円 23,092,946千円

⑶ 重要な子会社の状況

（注）１．当事業年度に株式会社G・テックの全株式を取得いたしました。
　　　２．当事業年度の末日における特定完全子会社の状況は、次のとおりです。
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⑷ 対処すべき課題
　　2026年は「2025グループ中期経営計画」の2年目になります。本中期経営計画では「ウェル
　ビーイングと成長を追い求め、地域を元気に」をテーマに、社員全員が力を合わせてグルー
　プの収益力を高めるとともに、次の時代に向けた投資と組織改革を進め、持続的に成長できる会
　社を目指します。また、地域の皆さまのお役に立つことができる事業の探索も積極的に取り組
　み、当社グループから地域を元気にしてまいります。
　　当社グループでは、2030年の目指すべき姿を示した「NEXT Vision」を達成すべく、引き続
　き以下の５つの経営課題に当社グループ全体で取り組んでまいります。

① グループ社員の成長支援と多様な働き方への対応
　当社グループが持続的に成長していくためには、グループ社員の成長が最重要課題となりま
す。人事制度の最適化や教育体制の強化によって社員の成長を支援するとともに、当社グループ
にとって最も重要なリソースである人材を適正に配置し、各事業における業務の強化と社員それ
ぞれが理想とするキャリアプランの実現を目指してまいります。また、働きやすい職場環境の整
備として、「株式会社サプラ」では、2025年に本社新社屋を建設し、地域社会の省CO₂、
BCP、社員満足の実現をコンセプトとした「WELL-BEING OFFICE」での供用を開始してお
ります。
　引き続き、グループ社員が活躍できる人事制度の構築・改善に取り組み、働きやすい職場環境
の整備によるグループ社員のワークエンゲージメントの向上と優秀な人材の確保という２つの課
題に取り組んでまいります。

② 既存事業の収益力向上と規模の拡大
　当社グループが持続的に成長していくためには、既存事業が成長しグループ全体の成長を支え
ることが重要となります。当社グループの主力事業であるガス及びLPG事業においては、お客さ
まニーズを捉えた継続的なガス提案により、都市ガスの夏期の最大供給量を2年連続で更新いた
しました。
　事業成長を推進するため積極的に取り組んでまいりましたDXにおいてもその成果が大きく現
れております。「株式会社モット日本海ガス」では販売管理にローコードツール「kintone」を
活用して大幅な時間外労働の削減や情報の一元化を実現し、その成果事例を「kintone 
AWARD 2025」にて東海・北陸地区代表としてプレゼンを行いました。「日本海ガス株式会
社」では、ガス使用開始受付業務において、AIボイスボットによる音声受付の運用を開始し、お
客さま満足度・利便性の向上を図るとともに、定型業務を効率化しております。また、「株式会社
テルサウェイズ」では、効率的なLPG配送を目的に、AI配送によるルート選定にも取り組んでお
ります。グループ各社でのデジタルツールによる業務改善や成功事例を横展開することで既存事業
においても常にサービスの改善や新たな取り組みを推し進めていき、事業規模の拡大を目指すとと
もに引き続きお客さまに当社グループを選んでいただけるようなサービスを提案してまいります。
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③ 総合エネルギーグループへの進化
　総合エネルギーグループへの進化は、当社グループの経営理念にも掲げられており、当社グル
ープが取り組むべき重要な経営課題となります。
　総合エネルギーグループへの進化においては、エネルギーの安定供給だけでなく、お客さまの
省エネルギーや低・脱炭素化への貢献、BCP強化といった、エネルギーに関するお客さまの課題
解決に対応することが求められます。この経営課題に取り組むためにはグループ各社が個別に対
応するのではなく、各社の強みや知見を活かして連携し、長期的にお客さまに寄り添いながらト
ータルサービスの提供を目指してまいります。
　また、当社グループの主力事業であるガス事業では、全国的にクレジット創出の取り組みやカ
ーボンニュートラル化に向けたe-メタン技術の検討が進められております。当社グループでも積
極的な情報収集等を行い、次世代のエネルギーを通じた低・脱炭素ソリューションの提供体制の
検討を進めてまいります。
　引き続き、グループ各社が協力して総合エネルギーグループへの進化に取り組み、お客さまの
ご期待に応えることによって、これまで以上にお客さまとの関係を深化させながら地域課題の解
決にも貢献してまいります。

④ トータルライフ事業の実現
　当社グループの経営理念である「快適で豊かなくらしの創造」を実践するためには、地域の皆
さまのくらしを快適で豊かにするための様々な事業やサービスの提供が必要となります。
　「株式会社TOSUMO建築設計」は「Light your life～くらしを灯す～」をミッションとし、
新築では、性能とデザインを両立させた「TOSUMOの家づくり」と「TOSUMOの平屋」の提
案を強化し、新たなお客さまへの訴求拡大を目指してまいります。また、既存の建物に新たな価
値を生み出す取り組みとして、性能向上リフォームからライフスタイル提案型リノベーションま
で多様なニーズに応えつつ、これからも地域社会の豊かなくらしをつくり上げてまいります。
　また、「株式会社TOSUMOライフスタイル」においては、富山県で「星乃珈琲店」、石川県
で「神戸クック・ワールドビュッフェ」を運営し、2025年は前年を上回る延べ27万名のお客さ
まにご利用いただきました。今後もなお一層のサービス品質・オペレーション効率の向上に努
め、くらしを豊かにする「食」を地域の皆さまに提供するとともに、変化する市場環境に柔軟に
対応できる体制づくりを進めてまいります。
　トータルライフ事業を展開するこれらの会社を着実に運営し、地域に根付かせてお客さまの信
頼を高めていくことが当面の目標となります。今後もくらしに関わる様々な事業やサービスを展
開することによって、地域の皆さまの「快適で豊かなくらし」に貢献してまいります。
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⑤ 新たな事業の創出
　「NEXT Vision」において、当社グループは既存事業の成長を図るとともに、新たな事業領
域へ進出し、ガス及びLPG事業以外の売上高の拡大も目指しております。この目標を達成するた
めには、グループ内での独自の事業創出に加え、外部の多様なパートナーとの協業による事業構
築が不可欠であると考えております。
　当社グループのオープンイノベーション推進の中核を担う「株式会社日本海ラボ」は、スター
トアップ企業との協業を目的とした「NGAS-Accelerator Program」の運営を行っておりま
す。本プログラムでは、全国から多数のスタートアップ企業にご参加いただき、当社グループの
社員と共に新規事業の検討および実証を行っております。2025年には共同実証を行った「株式
会社ヤモリ」と「日本海ガス株式会社」が空き家再生賃貸事業に関する業務提携を締結し、新た
な事業の創出に向けた取り組みを進めております。
　また、「株式会社日本海ラボ」は当社グループのコーポレートベンチャーキャピタルとして、
2025年は3件の出資を実行しております。今後もエネルギー事業で培った基盤を活かし、オープ
ンイノベーション推進による新たな事業の創出と北陸地域の共創プラットフォームの構築を目指
してまいります。
　引き続き、当社グループのリソースを活用して新たな事業やサービスの検討を進めるととも
に、M&Aについても成長戦略の一環として積極的に取り組むことにより、当社グループの事業
規模および事業領域の拡大を図りながら、新たな市場への進出について積極的に検討してまいり
ます。

　今後も当社グループは、「NEXT Vision」や「2025グループ中期経営計画」の目標達成を目
指し、グループの課題解決だけでなく、ステークホルダーの皆さまとも協力しながら地域課題の
解決にも取り組み、地域社会の持続的な発展に貢献し地域と共に成長し続けていきたいと考えて
おります。

事 業 内 容 主 要 な 商 品 ・ 製 品 ・ 役 務

ガ ス 及 び Ｌ Ｐ Ｇ 事 業 都市ガス・ＬＰガスの製造、供給及び販売等

工 事 及 び 機 器 販 売 事 業 ガス工事の請負、ガス機器等の販売及び修理等

設 備 工 事 事 業 ガス及び水道工事、消雪工事の設計・施工

建 築 設 備 事 業 空調給排水衛生設備工事、建築工事、大工工事、内装工事、電気工事、電気通
信工事等の設計、施工及び監理等

そ の 他 事 業
高圧ガス及び石油製品等の販売、液化石油ガス等の輸送、一般貨物運送、リー
ス、損害保険代理業、不動産の賃貸及び管理等、インキュベーション事業、オ
ープンイノベーション事業

⑸ 主要な事業内容　（2025年12月31日現在）
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事 業 部 門 主 要 な 事 業 所

当 社 本 社 富山市城北町

日 本 海 ガ ス 株 式 会 社

本 社 富山市城北町

支 社
高岡支社：高岡市下伏間江
西部支社：射水市作道
金沢支社：金沢市松島

営 業 所 七尾営業所：七尾市万行町

工 場 岩瀬工場：富山市上野新町

ショールーム ショールームPrego：富山市黒崎

株 式 会 社 サ プ ラ

本 社 富山市黒崎

支 店 福井支店：福井市泉田町

営 業 所 金沢営業所：金沢市森戸
松本営業所：松本市村井町南

株 式 会 社 モ ッ ト 日 本 海 ガ ス

本 社 富山市清水町

事 業 所
エリア統括本部：富山市清水町
北店：富山市上野新町
南店：富山市黒崎
射水営業所：射水市作道

株 式 会 社 テ ル サ ウ ェ イ ズ
本 社 富山市中大久保

営 業 所 岩瀬営業所：富山市上野新町
高岡営業所：高岡市内免

株 式 会 社 Ｇ ・ テ ッ ク 本 社 富山市上野新町

株 式 会 社 北 雄 ホ ー ム サ ー ビ ス 本 社 高岡市下伏間江

株 式 会 社 T O S U M O 建 築 設 計 本 社 富山市黒瀬北町

株 式 会 社 北 陸 電 設 本 社 富山市下赤江町

株 式 会 社 日 本 海 ラ ボ 本 社 富山市城北町

⑹ 主要な事業所　（2025年12月31日現在）
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事 業 区 分 使 用 人 数 前 期 末 比 増 減
名 名

ガ ス 及 び Ｌ Ｐ Ｇ 事 業 217（23） 1（　5）
工 事 及 び 機 器 販 売 事 業 55 （ 0） 0（△1）

設 備 工 事 事 業 40 （ 5） 2（　1）

建 築 設 備 事 業 177 （ 2） △6（　0）

そ の 他 事 業 64 （ 4） △2（　0）

全 社 （ 共 通 ） 72 （ 6） 12（　0）

合 計 625（40） 7（　5）

使 用 人 数 前 期 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

42（1）名 3（0）名 43.3歳 16.5年

⑺ 使用人の状況　（2025年12月31日現在）
① 企業集団の使用人の状況

（注）１. 使用人数は就業人員であり、臨時使用人数は（　）内に年間の平均人員を外数で記載しております。
２. 全社（共通）として記載されている使用人は、管理部門に所属しているものであります。
３. 当連結会計年度よりセグメント区分を変更したため、前連結会計年度末比増減については、前連結会

計年度の数値を変更後のセグメント区分に組み替えて比較しております。

② 当社の使用人の状況

（注）１. 使用人数は就業人員であり、臨時使用人数は（　）内に年間の平均人員を外数で記載しております。
２. 平均勤続年数は、出向元会社での勤続年数を通算しております。

借 入 先 借 入 額 残 高
千円

株 式 会 社 北 陸 銀 行 1,105,000
株 式 会 社 富 山 銀 行 617,500

株 式 会 社 富 山 第 一 銀 行 571,730

株 式 会 社 日 本 政 策 投 資 銀 行 190,000

⑻ 主要な借入先の状況　（2025年12月31日現在）
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① 発行可能株式総数 32,000,000株
② 発行済株式の総数 11,000,000株

（うち自己株式数　130,932株）
③ 株主数 559名

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率
千株 ％

ガ ス カ ン パ ニ ー 社 員 持 株 会 1,003 9.22

株 式 会 社 北 陸 銀 行 530 4.87

株 式 会 社 富 山 銀 行 507 4.66

新 田 　 洋 太 朗 396 3.65

北 日 本 放 送 株 式 会 社 387 3.56

第 一 生 命 保 険 株 式 会 社 368 3.39

ほ く ほ く キ ャ ピ タ ル 株 式 会 社 361 3.32

株 式 会 社 富 山 第 一 銀 行 356 3.27

株 式 会 社 イ ン テ ッ ク 305 2.81

株 式 会 社 日 本 政 策 投 資 銀 行 247 2.27

２. 会社の状況
⑴ 株式の状況　（2025年12月31日現在）

④ 大株主（上位10名）

（注）持株比率は自己株式130,932株を控除して計算しております。

－ 13 －



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

計
算
書
類

監
査
報
告

参
考
書
類

氏 名 会社における地位 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況
新 田 洋 太 朗 代 表 取 締 役 社 長 日本海ガス株式会社　代表取締役社長

株式会社日本海ラボ　代表取締役社長
平 田 純 一 代表取締役副社長 社長補佐

内部監査室・DX推進部　各担当
日本海ガス株式会社　代表取締役副社長

武 内 繁 和 社 外 取 締 役 武内プレス工業株式会社　代表取締役社長
菅 野 克 志 社 外 取 締 役 高岡ガス株式会社　代表取締役社長
髙 橋 康 志 社 外 取 締 役 タカハシ企画合同会社　代表社員社長
福 光 　 暁 取 締 役 総合企画部・経理部

トータルライフ事業推進室・人事広報部　各担当
土 屋 　 誠 取 締 役 日本海ガス株式会社　取締役会長

エネシップ株式会社　代表取締役社長
猛 尾 真 次 取 締 役 株式会社サプラ　代表取締役社長
五 藤 宙 史 社 外 取 締 役

(常勤監査等委員 )
麦 野 英 順 社 外 取 締 役

( 監 査 等 委 員 )
株式会社北陸銀行　特別顧問

岡 本 　 武 取 締 役
( 監 査 等 委 員 )

⑵ 会社役員の状況
① 取締役の状況（2025年12月31日現在）

（注）１. 取締役武内繁和、菅野克志、髙橋康志、五藤宙史、麦野英順の各氏は社外取締役でありま
す。

２. 情報収集を図り、内部監査部門等との十分な連携を通じて、監査の実効性を高め、監査・
監督機能を強化するために五藤宙史氏を常勤の監査等委員として選定しております。

３. 常勤監査等委員五藤宙史、監査等委員麦野英順、岡本武の各氏は、以下のとおり、財務及
び会計に関する相当程度の知見を有しております。
・常勤監査等委員五藤宙史氏、監査等委員麦野英順氏は金融機関での長年の業務経験があ
ります。
・監査等委員岡本武氏は、長年にわたり当社グループの経理部に在籍し、経理・財務業務
に携わってきた経験があります。
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② 役員等賠償責任保険契約の内容の概要等
当社は会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締

結しております。当該保険契約の被保険者の範囲は当社グループ12社の全役員（取締役、監
査役）であり、保険料は全額当社が負担しております。
当該保険契約の内容の概要は、被保険者である対象役員が、その職務の執行に関し責任を負

うことまたは当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害を当該保
険契約により保険会社が塡補するものであり、1年毎に契約更新しております。
なお、当該保険契約では、当社が当該役員に対して損害賠償責任を追及する場合は保険契約
の免責事項としており、また、塡補する額について限度額を設けることにより、当該役員の職
務の執行の適正性が損なわれないようにするための措置を講じております。
③ 取締役の報酬等
ⅰ. 役員報酬等の内容の決定に関する方針等
当社は2021年３月30日開催の取締役会において、取締役（監査等委員を除く。以下「取締

役」）の個人別の報酬等の内容に係る決定方針を決議しております。
また、取締役会は当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等について、報酬等の内容の決定

方法及び決定された報酬等の内容が当該決定方針に基づき決定されていることを確認している
ことから、当該決定方針に沿うものであると判断しております。
取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針の内容は次のとおりです。

(a)基本方針
当社の取締役の報酬は、企業価値の持続的な向上を図るインセンティブとして十分に機

能する報酬体系とし、個々の取締役の報酬の決定に際しては各職責を踏まえた適正な水準と
することを基本方針とする。

(b)金銭報酬の個人別の報酬等の額の決定に関する方針
当社の取締役の基本報酬は、月例の固定報酬と一定の時期に支給される賞与とし、役

位、職責に応じて当社の業績を考慮しながら、総合的に勘案して決定するものとする。ただ
し、賞与については、当期純利益（連結）が赤字の場合には支給しないものとする。

(c)取締役の個人別の報酬等の額に対する割合の決定に関する方針
取締役の報酬における賞与の総額に占める割合は、概ね１割弱とする。
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区　　　分 報酬等の総額
（千円）

報酬等の種類別の総額（千円） 対象となる
役員の員数
（名）基本報酬 賞与

取締役（監査等委員を除く）
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

156,564
(9,000)

144,628
(7,200)

11,936
(1,800)

8
(3)

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ）
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

31,240
(17,120)

28,840
(15,620)

2,400
(1,500)

3
(2)

合　　　計
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

187,805
(26,120)

173,469
(22,820)

14,336
(3,300)

11
(5)

(d)取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項
個人別の報酬額については取締役会決議に基づき代表取締役社長新田洋太朗がその具体

的内容について委任をうけるものとし、その権限の内容は、各取締役の固定報酬及び賞与の
額の決定とする。委任した理由は、当社全体の業績等を勘案しつつ各取締役の担当部門につ
いて評価を行うには代表取締役社長が適していると判断したためであります。

ⅱ. 当事業年度に係る報酬等の総額

（注）１．当事業年度に発覚したグループ会社における不正行為に関する経営責任を明確にするた
　　　　　め、一部の取締役については、月額報酬の一部を自主的に返納しております。なお、上記
　　　　　の報酬額は自主返納前の金額を記載しております。
　　　２．2020年３月30日開催の第２回定時株主総会において、取締役（監査等委員である取締役
　　　　　を除く。）の報酬限度額を年額240百万円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）、
　　　　　取締役（監査等委員）の報酬限度額を年額40百万円以内と決議いただいております。
　　　　　当該株主総会終結時点の取締役(監査等委員である取締役を除く。）の員数は10名（うち
　　　　　社外取締役４名）、監査等委員である取締役の員数は３名（うち社外取締役２名）であり
　　　　　ます。
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出席状況、発言状況及び
社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要

社外取締役
　武　内　繁　和

当事業年度に開催された取締役会６回のうち５回に出席いたしました。
包装容器製造業の経営者としての豊富な経験と幅広い知識に基づき、経
営の監督と経営全般への助言など社外取締役に求められる役割・責務を
十分に発揮しております。また、取締役会において、取締役の意思決定
の妥当性・適正性を確保するための発言を行っております。

社外取締役
　菅　野　克　志

当事業年度に開催された取締役会６回の全てに出席いたしました｡
ガス事業の経営者としての豊富な経験と幅広い知識に基づき、経営の監
督と経営全般への助言など社外取締役に求められる役割・責務を十分に
発揮しております。また、取締役会において、取締役の意思決定の妥当
性・適正性を確保するための発言を行っております。

社外取締役
　髙　橋　康　志

当事業年度に開催された取締役会６回の全てに出席いたしました。
大手総合商社における豊富な経験と幅広い知識に基づき、経営の監督と
経営全般への助言など社外取締役に求められる役割・責務を十分に発揮
しております。また、取締役会において、取締役会の意思決定の妥当
性・適正性を確保するための発言を行っております。

④ 社外役員に関する事項
イ. 他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係
・社外取締役武内繁和氏は、武内プレス工業株式会社の代表取締役社長であります。当社の
連結子会社である日本海ガス株式会社は同社へＬＰガスの販売等を行っております。
・社外取締役菅野克志氏は、高岡ガス株式会社の代表取締役社長であります。当社の連結子
会社である日本海ガス株式会社は同社へ都市ガスの卸売等を行っております。
・社外取締役髙橋康志氏は、タカハシ企画合同会社の代表社員社長であります。当社はタカ
ハシ企画合同会社と当社の投資委員会に関する業務委託契約を締結しております。
・社外取締役（常勤監査等委員）五藤宙史氏は、株式会社日本政策投資銀行の出身でありま
す。株式会社日本政策投資銀行は当社の大株主であり、当社の連結子会社である日本海ガ
ス株式会社は同行との間に資金の借入等の取引関係があります。
・社外取締役（監査等委員）麦野英順氏は、株式会社北陸銀行の特別顧問であります。株式
会社北陸銀行は当社の大株主であり、当社および連結子会社である日本海ガス株式会社は
同行との間に資金の借入等の取引関係があります。

ロ. 当事業年度における主な活動状況
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出席状況、発言状況及び
社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要

社外取締役（常勤監査等委員）
　五　藤　宙　史

当事業年度に開催された取締役会６回の全てに、また、監査等委員会３
回の全てに出席いたしました。
金融業界での豊富な経験に基づく高い見識から、取締役会の意思決定の
妥当性・適正性を確保するための発言を行っており、監査等委員会にお
いて、当社のコンプライアンス体制並びに内部監査について適宜、必要
な発言を行っております。

社外取締役（監査等委員）
　麦　野　英　順

当事業年度に開催された取締役会６回の全てに、また、監査等委員会３
回の全てに出席いたしました。
金融機関の経営者としての豊富な経験に基づく高い見識から、経営の監
督と経営全般の助言など社外役員に求められる役割・責務を十分に発揮
しております。また、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保する
ための発言を行っており、監査等委員会において、当社のコーポレー
ト・ガバナンス体制並びに内部監査について適宜、必要な発言を行って
おります。

（注）上記の取締役会の開催回数のほか、会社法第370条及び当社定款第27条の規定に基づき、取締
　　　役会決議があったものとみなす書面決議が１回ありました。
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支　払　額
当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 16,000千円
当社及び当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 17,800千円

⑶ 会計監査人の状況
① 会計監査人の名称　　　EY新日本有限責任監査法人
② 報酬等の額

（注）会計監査人の報酬等に監査等委員会が同意した理由
当社監査等委員会は、会計監査人の会計監査計画の監査日数や内容などを検討し、会計監査人
の報酬等につき、会社法第399条の同意を行っております。

③ 非監査業務の内容
　当社子会社である日本海ガス株式会社は、会計監査人に対して、ガス事業託送供給収支計算規
則に基づき作成した託送収支計算書に関して、合意された手続業務を非監査業務として委託して
おります。
④ 会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　監査等委員会は、会計監査人が職務上の義務に違反し、または職務を怠り、もしくは会計監査
人としてふさわしくない非行があり、当社の会計監査人であることにつき当社にとって重大な支
障があると判断したときには、会社法第340条の規定により監査等委員全員の同意に基づき、会
計監査人の解任を決定いたします。
　また、そのほか会計監査人であることにつき支障があると判断されるときには、株主総会に提
出する解任または不再任に関する議案の内容を決定いたします。
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⑷ 業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要
　（業務の適正を確保するための体制についての決定内容）
１. 内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況
　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他当社の業務並
びに当社及び子会社から成る当社グループの業務の適正を確保するために必要な体制（内部統制
システム）を以下のとおり整備し運用する。
① 取締役の職務執行が法令・定款等に適合することを確保するための体制
ⅰ. 当社グループにおけるコンプライアンス体制の基盤として「グループ企業行動指針」を遵

守する。
ⅱ. 取締役会の経営意思決定機能と監督機能を強化するため、適正な数の社外取締役を選任す

る。
ⅲ. 取締役会は「取締役会規程」に基づき、当社グループにおける内部統制の整備に係る基本

方針を決定する。
ⅳ. 代表取締役は、取締役会が決定した基本方針に基づき、内部統制を整備する役割と責任を

負う。
ⅴ. 取締役（監査等委員である取締役を除く。）は、当社グループの経営に重大な影響を及ぼ
す事項を発見した場合には、遅滞なく取締役会及び監査等委員会等に報告する。

ⅵ. 取締役（監査等委員である取締役を除く。）の職務執行に対し、監査等委員会が「監査等
委員会監査等基準」に基づき監査する体制とする。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
取締役の職務の執行に係る情報（取締役会議事録、経営会議議事録、稟議書等）について
は、「文書管理規程」「情報セキュリティ基本規程」及びその関連規程に基づき、その保
存媒体に応じて、適切かつ確実に保存・管理し、必要に応じて閲覧可能な状態を維持す
る。

③ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
ⅰ. 取締役会は、法令・定款及び「取締役会規程」が定める取締役会付議事項を決議する。ま

た事前審議を要する事項、その他経営に係わる重要事項については、経営会議を原則とし
て毎月開催するほか、必要に応じて適宜開催し審議する。

ⅱ. 取締役会の決定に基づく業務執行については、「職務権限規程」において、それぞれの責
任者及びその責任、執行手続きの詳細について定める。

ⅲ. 代表取締役は、「取締役会規程」の定めに従い、業務執行の状況を取締役会に報告する。
ⅳ. 取締役会は、「中期経営計画」を策定し、それに基づく主要経営目標を設定する。併せて

年度毎の部門別・関係会社別目標を設定し、実績を管理することにより、効率的かつ効果
的な取締役（監査等委員である取締役を除く。）の職務執行を確保する。
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④ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
ⅰ. 取締役会は「危機管理規程」に基づき、業務執行に係る重要リスクとして「経営が関与す

べき重要リスク」を特定する。また、取締役会は毎年、「経営が関与すべき重要リスク」
を見直す。

ⅱ. 投資、出資、融資、及び債務保証に関する案件に対しては、当社グループの中核的事業会
社である日本海ガス株式会社の投資委員会において採算性及びリスク評価を行い、その結
果を踏まえて経営会議または取締役会に付議する。

ⅲ. 自然災害、ガスの製造設備・供給設備等の支障等の不測の事態が発生した場合には、「危
機管理規程」に従い所定の体制を整備し、迅速かつ適切な対応を図る。

ⅳ. 部門、関係会社が、業務遂行に伴うリスクを自ら把握し、対応策を自ら策定・実施しリス
クを管理する体制とすると共に、内部監査の実施により未然に損失の発生を防止する。

ⅴ. 個人情報保護に関して、関連規程を制定しその実践・遵守の体制を整備する。
⑤ 使用人の職務の執行が法令・定款等に適合することを確保するための体制
ⅰ. 使用人は「職務規程」「職務分掌規程」「職務権限規程」に基づき適切に職務を執行す

る。なお、重要な職務の執行については経営会議において審議または報告し、適宜取締役
会に報告する。

ⅱ. 使用人の職務執行における法令・定款等の遵守を確保するため内部監査室を置く。内部監
査室は「内部監査規程」及び「コンプライアンス規程」に基づき、コンプライアンスを含
む業務全般の内部監査を実施し、結果を経営会議及び監査等委員会等に報告する。

ⅲ. 適宜、コンプライアンス研修会を実施し、コンプライアンスの周知を徹底する。また、法
令・定款違反その他コンプライアンスに関する疑義のある行為等についての相談窓口とし
て「コンプライアンスデスク」を設置する。

⑥ 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
ⅰ. 「関係会社管理規程」を定め、取締役（監査等委員である取締役を除く。）が関係会社の
株主権行使に関する事項等重要事項についての承認、報告受領等を通じて関係会社の管理
を行う体制とする。

ⅱ. 関係会社に明確な経営目標を設定し、その進捗度・達成度を定量的・定性的に評価する業
績管理を行う。

ⅲ. 関係会社が、当社の管理その他の点で、法令・定款違反その他コンプライアンス上問題が
あると認めた場合には、内部監査室等当社の適切な部門へ報告する体制とする。また、上
記問題に対し、関係会社取締役及び関係会社監査役は善良なる管理者としての注意義務を
負う。

ⅳ. 関係会社の取締役及び使用人が、関係会社における法令・定款違反その他コンプライアン
スにかかわる重要な事項を発見した場合には、遅滞無く内部監査室に報告し、内部監査室
は監査等委員会等に報告する。

－ 21 －



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

計
算
書
類

監
査
報
告

参
考
書
類

⑦ 監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に関する事項、当該取締役及び使用人の
他の取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性に関する事項並びに当該取締
役及び使用人に対する監査等委員会の指示の実効性の確保に関する事項
ⅰ. 監査等委員会の職務を補助するため、必要に応じて業務執行から独立した専任者を置く。
ⅱ. 専任者は、監査等委員会の指揮命令のみに従い、当社及び関係会社の取締役等の指揮命令

を受けないものとする。
⑧ 取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人並びに関係会社の取締役、使用人等

が監査等委員会に報告をするための体制、その他の監査等委員会への報告に関する体制、及
びその他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

ⅰ. 監査等委員会が、その職務の執行に必要な事項に関して随時、取締役（監査等委員である
取締役を除く。）及び使用人に対して報告を求めることができる体制とする。

ⅱ. 監査等委員が、随時、取締役（監査等委員である取締役を除く。）と意見交換の機会を持
つこと、重要な会議へ出席し必要がある場合と認めるときに適法性等の観点から意見を述
べること及び重要情報に関する情報を入手できることを保証する。

ⅲ. 関係会社の取締役及び使用人は、当社グループに著しい損害を及ぼす恐れのある事実、取
締役の職務執行に関して不正行為、法令・定款等に違反する重大な事実等があった場合に
は、速やかに監査等委員会等にその内容を報告する。

ⅳ. 監査等委員会が、会計監査人、関係会社監査役、内部監査室と連携することにより、監査
の実効性を確保できる体制とする。

⑨ 監査等委員会に報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないこ
とを確保するための体制
ⅰ. 監査等委員会に報告を行った者が当該報告をしたことを理由として不利益な取扱いを受け

ないことを確保するための体制として、「内部公益通報者保護規程」により通報者の保護
について整備する。

ⅱ. 「内部公益通報者保護規程」において、内部監査室及び社外弁護士を内部通報の窓口とし
て設定する。

⑩ 監査等委員の職務の執行（監査等委員会の職務の執行に関するものに限る。）について生ず
る費用または債務の処理に係る方針に関する事項
監査等委員がその職務の執行について生ずる費用の前払いまたは償還の手続その他の当該
職務の執行について生ずる費用または債務の処理等の請求をしたときは、速やかに当該費
用または債務を処理する。
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２. 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況
　取締役及び使用人は、市民生活の秩序や安全に脅威を与え、健全な経済・社会生活の発展を妨
げる反社会的勢力に対しては毅然とした態度で臨むと共に、警察や弁護士と連携して組織的に対
応する。

　（業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要）
　当社グループにおける業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は、以下のとおりで
あります。

① 当社は、取締役会を６回開催し、法令等に定められた事項や経営方針・予算の策定等経営に
関する重要事項を決定し、経営業績の分析・対策・評価を検討すると共に法令・定款等への
適合性及び業務の適正性の観点から審議いたしました。

② 内部監査室は、「内部監査規程」に基づき、当社及び子会社から成る当社グループの業務全
般について内部監査を計画的に実施し、その結果を経営会議及び監査等委員に報告いたしま
した。なお、業務監査において業務上の不備が認められた場合は、被監査部署に対し、業務
改善の実施を指示し、その結果を検証いたしました。

③ 内部監査室は、当社グループにおけるコンプライアンス・ハラスメントに対する意識の啓発
を図ることを目的に当社グループの役職員を対象に研修を実施いたしました。

④ 内部監査室は、当社グループの役職員から法令・定款その他コンプライアンスに関して疑義
のある行為について、随時、相談を受付し、適宜対処する等して、適正な職務執行体制の維
持に努めました。

⑤ 当社は、当社及び当社グループの管理職を対象にメンタルヘルス不調の防止を目的とした研
修を実施いたしました。

⑥ 当社及び中核的事業会社である日本海ガス株式会社は、大規模地震により都市ガスの供給が
停止した場合を想定した社内防災訓練を実施いたしました。

⑦ 当社グループは、個人情報や営業情報等の社外流出や不正利用、ウィルス感染を防止するた
め、ネットワーク監視ソフトを用いたモニタリングを継続して実施する等の対策を講じてま
いりました。

⑸ 剰余金の配当等の決定に関する方針
　当社は定款第35条に定める会社法第459条第１項の規定により取締役会に与えられた権限の行
使に関しましては、財務の健全性・安定性・効率性を勘案しつつ、柔軟かつ機動的な資本政策実
施の観点から行使していく方針であります。なお、自己の株式の取得については、業績や戦略的
な投資の環境等を総合的に判断したうえで、適切に対応してまいります。
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（2025年12月31日現在）
（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部
固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
製 造 設 備
供 給 設 備
業 務 設 備
そ の 他 の 事 業 設 備
建 設 仮 勘 定
無 形 固 定 資 産
そ の 他 の 無 形 固 定 資 産
投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
長 期 貸 付 金
繰 延 税 金 資 産
そ の 他 の 投 資
貸 倒 引 当 金

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受取手形、売掛金及び契約資産
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
そ の 他 の 流 動 資 産
貸 倒 引 当 金

　

28,505,285
15,093,646
570,051
7,011,328
2,184,620
4,842,024
485,622
110,733
110,733

13,300,905
11,854,123
147,997
819,839
570,054
△91,108
9,501,470
2,100,133
5,267,178
42,981
594,466
590,606
909,461
△3,357

　

固 定 負 債 5,625,780
長 期 借 入 金 588,890
退 職 給 付 に 係 る 負 債 1,643,953
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 77,326
ガ ス ホ ル ダ ー 等 修 繕 引 当 金 41,920
繰 延 税 金 負 債 3,229,945
そ の 他 の 固 定 負 債 43,746

流 動 負 債 7,095,618
１年以内に期限到来の固定負債 405,340
買 掛 金 2,948,033
未 払 金 369,226
未 払 法 人 税 等 260,324
賞 与 引 当 金 377,502
短 期 借 入 金 1,500,000
そ の 他 の 流 動 負 債 1,235,192
負 債 合 計 12,721,398
純 資 産 の 部

株 主 資 本 18,087,900
資 本 金 679,500
資 本 剰 余 金 10,203,702
利 益 剰 余 金 7,242,459
自 己 株 式 △37,761

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額 7,197,456
そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 7,108,851
退 職 給 付 に 係 る 調 整 累 計 額 88,605
純 資 産 合 計 25,285,357

資 産 合 計 38,006,756 負 債 ・ 純 資 産 合 計 38,006,756

連結貸借対照表
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（2025年 1 月 1 日から
2025年12月31日まで）

科　　　　　　　　目 金　　　　　　　　額
売 上 高 35,168,175
売 上 原 価 23,562,440
売 上 総 利 益 11,605,735

供 給 販 売 費 及 び 一 般 管 理 費
供 給 販 売 費 8,750,933
一 般 管 理 費 1,992,235 10,743,168
営 業 利 益 862,566

営 業 外 収 益
受 取 利 息 6,101
受 取 配 当 金 185,760
賃 貸 料 23,933
受 取 手 数 料 14,798
そ の 他 営 業 外 収 益 48,981 279,575

営 業 外 費 用
支 払 利 息 17,705
社 債 利 息 90
そ の 他 営 業 外 費 用 10,961 28,756
経 常 利 益 1,113,384

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 6,418
そ の 他 特 別 利 益 3,039 9,458

特 別 損 失
固 定 資 産 売 却 損 138
固 定 資 産 圧 縮 損 1,156
減 損 損 失 3,955
投 資 有 価 証 券 評 価 損 2,500
関 係 会 社 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 19,101
そ の 他 特 別 損 失 1,111 27,963

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 1,094,879
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 401,021
法 人 税 等 調 整 額 △57,288 343,732
当 期 純 利 益 751,146
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 34,599
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 716,546

連結損益計算書

（単位：千円）
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（2025年 1 月 1 日から
2025年12月31日まで）

（単位：千円）
株 主 資 本 そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

資 本 金 資 本
剰 余 金

利 益
剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本

合 計
そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金

退 職 給 付 に 係 る
調 整 累 計 額

そ の 他 の 包 括 利 益
累 計 額 合 計

当 期 首 残 高 679,500 10,167,850 6,580,266 △37,264 17,390,352 4,813,693 △2,835 4,810,858

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △54,354 △54,354
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 716,546 716,546

自 己 株 式 の 取 得 △496 △496
連結子会社株式の取得
に よ る 持 分 の 増 減 35,852 35,852
株主資本以外の項目
の当期変動額（純額） 2,295,157 91,440 2,386,598

当 期 変 動 額 合 計 － 35,852 662,192 △496 697,548 2,295,157 91,440 2,386,598

当 期 末 残 高 679,500 10,203,702 7,242,459 △37,761 18,087,900 7,108,851 88,605 7,197,456

非 支 配
株 主 持 分

純 資 産
合 計

当 期 首 残 高 23,247 22,224,458

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △54,354
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 716,546

自 己 株 式 の 取 得 △496
連結子会社株式の取得
に よ る 持 分 の 増 減 35,852
株主資本以外の項目
の当期変動額（純額） △23,247 2,363,351

当 期 変 動 額 合 計 △23,247 3,060,899

当 期 末 残 高 － 25,285,357

連結株主資本等変動計算書
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連 結 注 記 表

１. 連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記
⑴ 連結の範囲に関する事項

①連結子会社の状況
連結子会社の数 ９社
連結子会社の名称 日本海ガス㈱

㈱サプラ
㈱モット日本海ガス
㈱テルサウェイズ
㈱Ｇ・テック
㈱北雄ホームサービス
㈱TOSUMO建築設計
㈱北陸電設
㈱日本海ラボ

②非連結子会社の状況
非連結子会社の名称 ㈲七尾ホームサービス他４社
連結の範囲から除いた理由 非連結子会社５社は、いずれも小規模であり、各社の総資

産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金
（持分に見合う額）等は連結計算書類に重要な影響を及ぼし
ていないためであります。

⑵ 持分法の適用に関する事項
①持分法を適用した非連結子会社はありません。
②持分法を適用していない非連結子会社５社（㈲七尾ホームサービス他４社）及び関連会社３社

（㈱北陸燃商他２社）は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）
等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体と
しても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。

⑶ 連結子会社の事業年度等に関する事項
すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。
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⑷ 会計方針に関する事項
①重要な資産の評価基準及び評価方法

有価証券
その他有価証券

市場価格のない株式等　　　時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原
以外のもの　　　　　　　　価は移動平均法により算定）
市場価格のない株式等 移動平均法による原価法
　　　　　　　　　　　　　なお、投資事業有限責任組合及びこれに類する組合への出資

（金融商品取引法第2条第2項により有価証券とみなされる
もの）については、組合契約に規定される決算報告日に応じ
て入手可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で
取り込む方法によっております。

棚卸資産 主として製品、原料は総平均法による原価法、仕掛品は個別
法による原価法、貯蔵品は移動平均法による原価法（いずれ
も貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下
げの方法）

②重要な減価償却資産の減価償却の方法
有形固定資産 定率法

但し、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備
を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設
備及び構築物については定額法によっております。

無形固定資産 定額法
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利
用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

③重要な引当金の計上基準
貸倒引当金 売掛金等債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権は

主として貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ
いては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上し
ております。

役員退職慰労引当金 一部の連結子会社は、役員に対する退職慰労金の支払いに備
えるため、期末における要支給額を計上しております。

ガスホルダー等修繕引当金 球形ガスホルダー等の修繕に要する費用の支出に備えるた
め、次回修繕見積額について、当連結会計年度までの期間対
応額を計上しております。

賞与引当金 従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当連
結会計年度に負担すべき額を計上しております。
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数理計算上の差異及び過去勤務
費用の費用処理方法

過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均
残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法により
費用処理しております。数理計算上の差異については、各連
結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内
の一定の年数（５年）による定額法により按分した額をそれ
ぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

④重要な収益及び費用の計上基準
都市ガスの販売　　　　　　　　ガス事業会計規則に基づき、定例的に実施する需要家に設置

した計量器の検針により測定したガス使用量に基づき収益を
認識する検針日基準を適用しております。

ＬＰガスの販売　　　　　　　　約束した財、又はサービスの支配が顧客に移転した時点で収
益を認識しております。検針日基準で収益を認識する取引に
ついて、決算月においては、検針日の翌日から決算日までの
未検針期間に生ずるガス使用量を見積り、連結会計年度のガ
ス使用量に基づく収益を認識しております。

ガス機器の販売　　　　　　　　ガス機器が顧客により検収された時点において顧客が当該ガ
ス機器に対する支配を獲得し、履行義務が充足されると判断
していることから、顧客に検収された時点で収益を認識して
おります。

　　　設備工事事業及び建築設備事業　主に、ガス受注工事及び土木・管工事に係る収益であります
が、工事請負契約に関して、一定の期間にわたり履行義務が
充足される契約については、その進捗度を決算日までに発生
した工事原価等が予想される工事原価等の合計に占める割合
（原価比例法）により見積り、当該進捗度に基づき収益を認
識しております。なお、契約における取引開始日から完全に
履行義務を充足すると見込まれる時点までの期間がごく短い
工事契約については、完全に履行義務を充足した時点で収益
を認識しております。

上記いずれの取引も、支払条件につき、契約に重要な金融要素は含まれておりません。

⑸ その他連結計算書類の作成のための重要な事項
退職給付に係る会計処理の方法

　　　退職給付見込額の期間帰属方法 退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計
年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式
基準によっております。

⑹ 会社計算規則（法務省令第13号）及びガス事業会計規則（通商産業省令第15号）に準じて、
連結計算書類を作成しております。
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　⑴有形固定資産の減価償却累計額 53,132,237千円

２．会計方針の変更に関する注記
　（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）
　　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号2022年10月28日。以

下「2022年改正会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用しております。
　　法人税等の計上区分に関する改正については、2022年改正会計基準第20-3項ただし書きに定め

る経過的な取扱いに従っております。
　　なお、当該会計方針の変更による連結計算書類への影響はありません。

３．会計上の見積りに関する注記
　　会計上の見積りにより当連結会計年度に係る連結計算書類にその額を計上した項目であって、翌

連結会計年度に係る連結計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりであり
ます。

　　　繰延税金資産　　　819,839千円

４. 連結貸借対照表に関する注記

　　⑵受取手形、売掛金及び契約資産のうち、顧客との契約から生じた債権及び契約資産の金額
　　　　受取手形　　　　　　　　　　　　　　　  46,666千円
　　　　売掛金　　　　　　　　　　　　　　　 4,907,858千円
　　　　契約資産　　　　　　　　　　　　　　　312,653千円
　　⑶その他の流動負債のうち、契約負債の金額
　　　　契約負債　　　　　　　　　　　　　　　 441,640千円
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（単位：株）
株式の種類 当事業年度期首株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末株式数

発 行 済 株 式
普 通 株 式 11,000,000 － － 11,000,000

自 己 株 式
普 通 株 式 129,100 1,832 － 130,932

配当金の総額 54,354千円
１株当たりの配当額 ５円
基準日 2024年12月31日
効力発生日 2025年 3 月28日

配当金の総額 54,345千円
１株当たりの配当額 ５円
配当の原資 利益剰余金
基準日 2025年12月31日
効力発生日 2026年 3 月31日

５. 連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴ 発行済株式の総数及び自己株式の株式数に関する事項

（注）自己株式の増加は単元未満株式の買取請求によるものであります。
⑵ 剰余金の配当に関する事項

①当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項
2025年３月11日開催の取締役会決議による配当に関する事項

②当連結会計年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項
2026年３月10日開催予定の取締役会決議による配当に関する事項
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連結貸借対照表計上額 時　　価 差　　額

⑴ 投資有価証券
⑵ 社債(※)
⑶ 長期借入金(※)

11,082,981
20,000

974,230

11,082,981
19,966

953,212

－
△33

△21,017

区分 連結貸借対照表計上額
非上場株式 609,291
投資事業有限責任組合(※) 161,850

６. 金融商品に関する注記
⑴ 金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金運用については主として短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関から
の借入により資金を調達しております。
受取手形、売掛金及び契約資産に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減
を図っております。また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については半期ごと
に時価の把握を行っております。

　　借入金の使途は、運転資金（主として短期）及び設備投資資金（長期）であります。
⑵ 金融商品の時価等に関する事項

2025年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については以下のと
おりであります。なお、市場価格のない株式等は次表に含めておりません（(注)参照）。ま
た、現金及び預金、受取手形、売掛金及び契約資産、買掛金、短期借入金については、現金で
あること、及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載
を省略しております。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

　(※)連結貸借対照表上、「１年以内に期限到来の固定負債」として計上されているものが含まれております。

　(注)市場価格のない株式等　　　　　　　（単位：千円）

　(※)投資事業有限責任組合については、「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指
　　 針第19号2020年3月31日）第5項及び「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指
　　 針第31号2021年6月17日）第24-16項に基づき、時価開示の対象とはしておりません。
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時価(千円)
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券
　その他有価証券
　　株式 11,082,981 － － 11,082,981

資産計 11,082,981 － － 11,082,981

時価(千円)
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

社債
長期借入金

－
－

19,966
953,212

－
－

19,966
953,212

負債計 － 973,179 － 973,179

⑶ 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
　　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３

つのレベルに分類しております。
　　　レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成
　　　　　　　　　　  される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により
　　　　　　　　　　  算定した時価
　　　レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット
　　　　　　　　　　  以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価
　　　レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを利用して算定した時価
　　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプッ

トがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分
類しております。

①時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

(注)上場株式は取引所の価格によっております。上場株式は活発な市場で取引されているため、
　  その時価をレベル１に分類しております。

②時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

(注)社債及び長期借入金の時価は、元利金の合計額と当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を
　  もとに割引現在価値法により算定しており、その時価をレベル２に分類しております。
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⑴ １株当たり純資産額 2,326円35銭
⑵ １株当たり当期純利益 65円92銭

７．収益認識に関する注記
　　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　　「1.連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記」の「⑷会計方針に関する事
　　項」の「④重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

８. １株当たり情報に関する注記

９．その他の注記
　　グループ通算制度の適用

当社及び一部の子会社は、グループ通算制度を適用しております。また、法人税及び地方法人税
並びに税効果会計の会計処理及び開示については、「グループ通算制度を適用する場合の会計処
理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号2021年8月12日）に従っております。

10. 重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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（2025年12月31日現在）
（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部
流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
売 掛 金
短 期 貸 付 金
そ の 他

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
工 具 器 具 備 品
減 価 償 却 累 計 額

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ ェ ア

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
長 期 貸 付 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

　

1,184,262
67,499
57,017
998,200
61,545

21,908,684
0

214
△214

145
145

21,908,538
11,330,020
10,509,072
100,000
8,878

△39,433

　

流 動 負 債 767,858
未 払 金 16,671
未 払 費 用 74,849
未 払 配 当 金 1,228
未 払 法 人 税 等 17,763
短 期 借 入 金 580,000
1 年 以 内 返 済 予 定 の
長 期 借 入 金 50,000

預 り 金 5,757
賞 与 引 当 金 6,153
そ の 他 15,434

固 定 負 債 3,596,049
長 期 借 入 金 375,000
退 職 給 付 引 当 金 2,381
繰 延 税 金 負 債 3,218,668
負 債 合 計 4,363,907

純 資 産 の 部
株 主 資 本 11,665,227

資 本 金 679,500
資 本 剰 余 金 10,089,633
資 本 準 備 金 335,565
そ の 他 資 本 剰 余 金 9,754,068

利 益 剰 余 金 933,855
そ の 他 利 益 剰 余 金 933,855
繰 越 利 益 剰 余 金 933,855

自 己 株 式 △37,761
評 価 ・ 換 算 差 額 等 7,063,811

その他有価証券評価差額金 7,063,811
純 資 産 合 計 18,729,039

資 産 合 計 23,092,946 負 債 ・ 純 資 産 合 計 23,092,946

貸 借 対 照 表
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（2025年 1 月 1 日から
2025年12月31日まで）

科　　　　　　　　目 金　　　　　　　　額
営 業 収 益 992,173
営 業 費 用 911,089

営 　 　 業 　 　 利 　 　 益 81,083

営 業 外 収 益
受 取 利 息 16,132
受 取 配 当 金 182,314
雑 収 入 9,953 208,400

営 業 外 費 用
支 払 利 息 12,389
雑 損 失 852 13,242
経 　 　 常 　 　 利 　 　 益 276,241

特 別 損 失
関 係 会 社 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 19,101 19,101

税 引 前 当 期 純 利 益 257,139
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 △15,958
法 人 税 等 調 整 額 △2,291 △18,250
当 期 純 利 益 275,389

損 益 計 算 書

（単位：千円）

－ 36 －



（2025年 1 月 1 日から
2025年12月31日まで）

（単位：千円）

株 主 資 本 評価・換算差額等

純 資 産 合 計
資 本 金

資本剰余金 利益剰余金

自 己 株 式 株主資本
合 計

そ の 他
有価証券評価
差 額 金

評価・換算
差額等合計資本準備金 そ の 他

資 本 剰 余 金
資 本 剰 余 金
合 計

そ の 他 利 益
剰 余 金 利益剰余金

合 計繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 679,500 335,565 9,754,068 10,089,633 712,820 712,820 △37,264 11,444,688 4,788,180 4,788,180 16,232,869

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △54,354 △54,354 △54,354 △54,354

当 期 純 利 益 275,389 275,389 275,389 275,389

自 己 株 式 の 取 得 △496 △496 △496

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額) 2,275,630 2,275,630 2,275,630

当 期 変 動 額 合 計 － － － － 221,035 221,035 △496 220,538 2,275,630 2,275,630 2,496,169

当 期 末 残 高 679,500 335,565 9,754,068 10,089,633 933,855 933,855 △37,761 11,665,227 7,063,811 7,063,811 18,729,039

株主資本等変動計算書
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個 別 注 記 表
１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

⑴ 有価証券の評価基準及び評価方法
子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法
その他有価証券

市場価格がない株式等 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却
以外のもの　　　　　　　　　原価は移動平均法により算定）

市場価格がない株式等　　　　移動平均法による原価法
⑵　固定資産の減価償却の方法
　　有形固定資産　　　　　　　　　定率法
　　無形固定資産　　　　　　　　　定額法
　　　　　　　　　　　　　　　　　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利
　　　　　　　　　　　　　　　　　用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。
⑶　重要な引当金の計上基準
　　貸倒引当金　　　　　　　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、貸倒懸念債権等特定
　　　　　　　　　　　　　　　　　の債権について、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込
　　　　　　　　　　　　　　　　　額を計上しております。
　　賞与引当金　　　　　　　　　　従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当事
　　　　　　　　　　　　　　　　　業年度に負担すべき額を計上しております。
　　退職給付引当金　　　　　　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度の末日における
　　　　　　　　　　　　　　　　　退職給付債務の見込額に基づき計上しております

　⑷　収益及び費用の計上基準
　　　　純粋持株会社として、子会社からの経営指導料、業務受託料及び配当金・利息収入を収益に

計上しております。経営指導料等については、子会社との間で取り決めた経営指導事項等に
基づき定常的に役務を提供することが履行義務であることから、提供する役務の進捗に応じ
て収益を認識することが合理的であると判断し、毎月一定の計算条件で算定した金額を収益
として認識しております。また、配当金・利息収入については、「金融商品に関する会計基
準」（企業会計基準第10号2019年７月４日）等を適用しております。なお、子会社との間
で定めた取引条件や支払条件の中に受領する対価に重要な変動をもたらす要素や重要な金融
要素は含まれておりません。
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短期金銭債権 1,082,248千円
短期金銭債務 627,455千円
長期金銭債権 100,000千円

営業収益 992,173千円
営業費用 375,773千円
営業外収益 15,988千円
営業外費用 7,689千円

当事業年度末における自己株式数 130,932株

２. 会計方針の変更に関する注記
　（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）
　　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号2022年10月28日。以

下「2022年改正会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用しております。
　　法人税等の計上区分に関する改正については、2022年改正会計基準第20-3項ただし書きに定め

る経過的な取扱いに従っております。
　　なお、当該会計方針の変更による計算書類への影響はありません。

３. 貸借対照表に関する注記
関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

４. 損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

５. 株主資本等変動計算書に関する注記

６. 税効果会計に関する注記
繰延税金資産の主な発生要因は、事業税及び賞与引当金の否認等であり、将来回収可能な額を
繰延税金資産として計上しております。繰延税金負債の発生要因は、その他有価証券評価差額
金であります。なお、貸借対照表上は、繰延税金資産と繰延税金負債を相殺して表示しており
ます。

７.　収益認識に関する注記
　　　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　　　　「1.重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「⑷収益及び費用の計上基準」に記載のと
　　　　おりであります。
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種　　類 会社等の名称 事 業 の 内 容
又 は 職 業

議 決 権 等
の 所 有 割 合

関 連 当 事 者
と の 関 係 取 引 の 内 容 取 引 金 額

（千円） 科　　目 期 末 残 高
（千円）

子会社 日本海ガス㈱ ガス事業 直接 100.0 %

経営指導
業務の受託
役員の兼任
出向者受入
資金の貸付

経営指導料の
受取　※1 163,200

売 掛 金 48,576
業務受託料の
受取　※1 366,720

出向者負担金
※2 267,144 未 払 費 用 36,921

貸付金利息の
受取　※3 12,135 短期貸付金 720,000

子会社 ㈱サプラ 管工事業 直接 100.0 ％

経営指導
業務の受託
役員の兼任
出向者受入
資金の借入

借入金利息の
支払　※3 3,318 短期借入金 -

子会社 ㈱北陸電設 電気工事業 直接 100.0 % 経営指導
資金の借入

借入金利息の
支払　※3 2,244 短期借入金 280,000

子会社 ㈱日本海ラボ インキュベーション事業 直接 100.0 %
経営指導
業務の受託
役員の兼任
資金の貸付

貸付金利息の
受取　※3 2,676 短期貸付金 277,500

⑴　１株当たり純資産額 1,731円67銭
⑵　１株当たり当期純利益 25円33銭

８. 関連当事者との取引に関する注記
　子会社等

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等
　※１　経営指導料、業務受託料は、契約に基づき決定しております。
　※２　出向者負担金は、出向元の給与を基準に双方協議の上、決定しております。
　※３　資金の貸付及び借入については、市場金利を勘案して利率を決定しております。

９. １株当たり情報に関する注記

10．グループ通算制度の適用
　　　当社は、グループ通算制度を適用しております。また、法人税及び地方法人税並びに税効果会
　　　計の会計処理及び開示については、「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に
　　　関する取扱い」（実務対応報告第42号2021年8月12日）に従っております。

11. 重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 安 藝 眞 博
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 安 田 康 宏

独立監査人の監査報告書
2026年３月５日

日本海ガス絆ホールディングス株式会社
取締役会　御中

EY新日本有限責任監査法人
富 山 事 務 所

　
監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、日本海ガス絆ホールディングス株式会社の2025
年１月１日から2025年12月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損
益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して、日本海ガス絆ホールディングス株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係
る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の
基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監
査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、
監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切
な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し
開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用にお
ける取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人
はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、そ
の他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか
検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注
意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した
場合には、その事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に係る会計監査報告
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連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を
作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適
切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企
業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することに
ある。
連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重
要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書
類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又
は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があ
ると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業
的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し
　た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基
　礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
　は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統
　制を検討する。
・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
　の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監
　査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性
　が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報
　告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類
　の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められてい
　る。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ
　り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
　拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連
　結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
・　連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な
　監査証拠を入手するために、連結計算書類の監査を計画し実施する。監査人は、連結計算書類の監査に関
　する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部
統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について
報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。

以　　上
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指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 安 藝 眞 博
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 安 田 康 宏

独立監査人の監査報告書
2026年３月５日

日本海ガス絆ホールディングス株式会社
取締役会　御中

EY新日本有限責任監査法人
富 山 事 務 所

　
監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、日本海ガス絆ホールディングス株式会社の
2025年１月１日から2025年12月31日までの第８期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計
算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）につい
て監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているも
のと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の
基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査
法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのそ
の他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手
したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し
開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用にお
ける取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人は
その他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その
他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討
すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を
払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その
事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類に係る会計監査報告
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計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作
成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切で
あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に
関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することに
ある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要
な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に
対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集
計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判
断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業
的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し
　た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基
　礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
　は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統
　制を検討する。
・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
　の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査
　証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が
　認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告
　書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記
　事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人
　の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継
　続企業として存続できなくなる可能性がある。
・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
　しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書
　類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部
統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について
報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上
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監　査　報　告　書
　当監査等委員会は、2025年１月１日から2025年12月31日までの第８期事業年度における取締役の職

務の執行を監査いたしました。その方法及び結果について以下のとおり報告いたします。

１. 監査の方法及びその内容
　監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の
内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び使用人等か
らその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明すると
ともに、下記の方法で監査を実施いたしました。
① 監査等委員会が定めた監査等委員会監査等の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、

会社の内部監査部門その他内部統制所管部門と連携の上、重要な会議に出席し、取締役及び使用人
等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を
閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社に
ついては、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社か
ら事業の報告を受けました。

② 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとと
もに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則
第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（企業会計審議会）等に従って整備
している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損
益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸
借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしまし
た。

監査等委員会の監査報告
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２. 監査の結果
⑴ 事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認
めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められ
ません。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シ
ステムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認めら
れません。

⑵ 計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

⑶ 連結計算書類の監査結果
　会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

常 勤 監 査 等 委 員 五 　 藤　 宙 　史 ㊞

監 査 等 委 員 麦 　野 　 英　 順 ㊞

監 査 等 委 員 岡 　 本　 　 　武 ㊞

2026年３月６日
日本海ガス絆ホールディングス株式会社　監査等委員会

(注) 常勤監査等委員五藤宙史及び監査等委員麦野英順は会社法第２条第15号及び第331条第６項に規定
する社外取締役であります。

　以　上
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議決権の代理行使の勧誘者 日本海ガス絆ホールディングス株式会社
代表取締役社長　新 田 洋 太 朗

氏　　　　名 地位、担当及び重要な兼職の状況

に っ

新
 

 
 

　
 

 
た

田
 

 
 

　
 

 
よ う

洋
 

 
た

太
 

 
ろ う

朗
代表取締役社長
日本海ガス株式会社代表取締役社長
株式会社日本海ラボ代表取締役社長

再任
　

ひ ら

平
 

 
 

　
 

 
た

田
 

 
 

　
 

 
じゅん

純
 

 
 

　
 

 
い ち

一
代表取締役副社長
社長補佐、内部監査室・DX推進部　各担当
日本海ガス株式会社代表取締役副社長

再任
　

た け

武
 

 
 

　
 

 
う ち

内
 

 
 

　
 

 
し げ

繁
 

 
 

　
 

 
か ず

和
社外取締役
武内プレス工業株式会社代表取締役社長 再任

　
社外

　
す が

菅
 

 
 

　
 

 
の

野
 

 
 

　
 

 
か つ

克
 

 
 

　
 

 
し

志
社外取締役
高岡ガス株式会社代表取締役社長 再任

　
社外

　
た か

髙
 

 
 

　
 

 
は し

橋
 

 
 

　
 

 
や す

康
 

 
 

　
 

 
し

志
社外取締役
タカハシ企画合同会社代表社員社長 再任

　
社外

　
ふ く

福
 

 
 

　
 

 
み つ

光
 

 
 

　
 

 
 

　
 

 
 

　
 

 
さとる

暁
取締役
総合企画部・経理部
トータルライフ事業推進室・人事広報部　各担当

再任
　

ま つ

松
 

 
 

　
 

 
い

井
 

 
 

　
 

 
よ し

義
 

 
 

　
 

 
ゆ き

行 DX推進部長 新任
　

た け

猛
 

 
 

　
 

 
お

尾
 

 
 

　
 

 
し ん  

真
 

 
 

　
 

 
じ

次
取締役
株式会社サプラ代表取締役社長 再任

　

議決権の代理行使の勧誘に関する参考書類

第１号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）８名選任の件
　取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、本議案において同じ。）全員（８名）は、本総会終
結の時をもって任期満了となります。
　つきましては、取締役８名の選任をお願いいたしたいと存じます。
　なお、本議案に関しましては、当社の監査等委員会は、取締役会の監督と執行のあり方、取締役候補
者の選任基準等を確認し、検討を行いました。その結果、各候補者の当事業年度における業務執行状況
及び業績等を勘案し、全ての候補者について適任であると判断しております。
　取締役候補者は次のとおりであります。
【参考】候補者一覧
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氏 名
（生　年　月　日） 略 歴 、 地 位 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況 所有する当社

株 式 の 数

再任

にっ

新
 

 
 

 
 

　
 

 
 

 
た

田
 

 
 

 
 

　
 

 
 

 
よう

洋
 

 
 

 
た

太
 

 
 

 
ろう

朗
（1984年９月14日生）

　

    2016年    3 月 日本海ガス株式会社入社
    2016年    3 月 同社技術本部副本部長兼企画室部長
    2018年    1 月 同社エネルギーソリューション本部営業統括部長
    2018年    3 月 同社取締役エネルギーソリューション副本部長兼

営業統括部長
    2020年    1 月 同社代表取締役
    2020年    1 月 当社経営管理部長兼人材育成委員会部長
    2020年    3 月 当社代表取締役社長（現任）
    2020年    6 月 株式会社日本海ラボ代表取締役社長（現任）

2025年    3 月 日本海ガス株式会社代表取締役社長（現任）

396,836株

（重要な兼職の状況）
日本海ガス株式会社　代表取締役社長
株式会社日本海ラボ　代表取締役社長

取締役候補者とした理由
　当社及びグループ会社の取締役としてグループ全体の経営の指揮を執り、2020年３月より当社の代表取締
役社長を務めております。企業経営者としての豊富な経験と共に経営全般に関する知見と能力を有し、さら
なる企業価値の向上に貢献することが期待できることから、引き続き取締役候補者としたものであります。

再任

ひら

平
 

 
 

 
 

　
 

 
 

 
た

田
 

 
 

 
 

　
 

 
 

 
じゅん

純
 

 
 

 
 

　
 

 
 

 
いち

一
（1963年６月３日生）

　

    1987年    4 月 日本海ガス株式会社入社
    2008年    4 月 同社管理本部総務部長
    2011年    4 月 株式会社モット日本海ガス代表取締役社長
    2014年    3 月 日本海ガス株式会社取締役企画室長
    2015年    3 月 同社取締役企画室長兼管理本部長
    2017年    3 月 同社常務取締役企画室長兼管理本部長
    2018年    1 月 同社常務取締役総務部担当
    2018年    1 月 当社取締役経営管理部長
    2019年    3 月 日本海ガス株式会社専務取締役
    2020年    3 月 当社代表取締役副社長（現任）

2022年    3 月 日本海ガス株式会社代表取締役副社長（現任）

（重要な兼職の状況）
日本海ガス株式会社　代表取締役副社長

10,200株

取締役候補者とした理由
　当社及びグループ会社の取締役として長年にわたり経営の指揮を執り、2020年３月より当社の代表取締役
副社長を務めております。企画部門を管掌する取締役として豊富な経験と経営全般に関する知見を有してい
ることから、当社グループの経営統括を担う最適な人物と判断し、引き続き取締役候補者としたものであり
ます。
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（生　年　月　日） 略 歴 、 地 位 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況 所有する当社

株 式 の 数

再任

社外

たけ

武
 

 
 

 
 

　
 

 
 

 
うち

内
 

 
 

 
 

　
 

 
 

 
しげ

繁
 

 
 

 
  

　
 

 
 

 
かず

和
（1958年７月６日生）

　

    1984年    4 月 武内プレス工業株式会社入社
    1991年    6 月 同社代表取締役社長（現任）
    1997年    3 月 日本海ガス株式会社社外取締役
    2018年    1 月 当社社外取締役（現任） 3,000株

（重要な兼職の状況）
武内プレス工業株式会社　代表取締役社長

社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要
　包装容器製造会社の経営者としての豊富な経験に基づく高い見識が当社の経営に資するところが大きいと
判断し、引き続き社外取締役候補者としたものであります。また、当該知見を活かして当社の業務執行に対
する監督・助言等いただくことを期待したためであります。

再任

社外

すが

菅
 

 
 

 
 

　
 

 
 

 
の

野
 

 
 

 
 

　
 

 
 

 
かつ

克
 

 
 

 
 

　
 

 
 

 
し

志
（1965年10月21日生）

　

    1997年    4 月 高岡ガス株式会社入社
    2005年    3 月 同社代表取締役社長（現任）
    2005年    3 月 日本海ガス株式会社社外取締役
    2018年    1 月 当社社外取締役（現任） 1,000株

（重要な兼職の状況）
高岡ガス株式会社　代表取締役社長

社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要
　ガス会社の経営者としての豊富な経験に基づく高い見識が当社の経営に資するところが大きいと判断し、
引き続き社外取締役候補者としたものであります。また、当該知見を活かして当社の業務執行に対する監
督・助言等いただくことを期待したためであります。
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氏 名
（生　年　月　日） 略 歴 、 地 位 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況 所有する当社

株 式 の 数

再任

社外

たか

髙
 

 
 

 
 

　
 

 
 

 
はし

橋
 

 
 

 
 

　
 

 
 

 
やす

康
 

 
 

 
 

　
 

 
 

 
し

志
（1958年12月23日生）

　

    1981年    4 月 三井物産株式会社入社
    2006年    4 月 同社米州本部金属資源本部長兼米国三井物産SVP
    2008年    4 月 同社米州本部CAO兼米国三井物産SVP
    2010年    4 月 同社金属資源本部鉄鉱石部長
    2011年    4 月 同社執行役員金属資源本部長
    2014年    4 月 同社常務執行役員豪州三井物産社長
    2016年    4 月 同社専務執行役員米州本部長兼米国三井物産社長
    2018年    4 月 同社アドバイザー
    2020年    3 月 当社社外取締役（現任）

2023年    4 月 タカハシ企画合同会社代表社員社長（現任）

－

（重要な兼職の状況）
タカハシ企画合同会社　代表社員社長

社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要
　大手総合商社における豊富な経験に基づく幅広い見識を有しており、戦略性のある適切な企業運営の実現
に貢献いただけると判断し、引き続き社外取締役候補者としたものであります。また、当該知見を活かして
当社の業務執行に対する監督・助言等いただくことを期待したためであります。

再任

ふく

福
 

 
 

 
 

　
 

 
 

 
みつ

光
 

 
 

 
 

　
 

 
 

 　
 

 
 

 
 

　
 

 
 

 
さとる

暁
（1973年6月29日生）

　

    1996年    4 月 日本海ガス株式会社入社
    2018年    1 月 当社経営管理部（出向）
    2021年    1 月 当社総合企画部長（現任）
    2024年    3 月 当社取締役（現任）
    2025年    3 月 当社経理部長（現任）
    2025年    3 月 当社トータルライフ事業推進室長（現任）

5,000株

取締役候補者とした理由
　当社及びグループ会社において、経営企画全般にわたる豊富な経験と知見を有していることに加え、コン
プライアンス、経理分野においても精通しております。これらの経験を通じて培った高い見識が、当社の経
営に活かされる人物と判断し、引き続き取締役候補者としたものであります。
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氏 名
（生　年　月　日） 略 歴 、 地 位 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況 所有する当社

株 式 の 数

新任

まつ

松
 

 
 

 
 

　
 

 
 

 
い

井
 

 
 

 
 

　
 

 
 

 
よし

義
 

 
 

 
 

　
 

 
 

 
ゆき

行
（1969年4月6日生）

　

    1992年    4 月 日本海ガス株式会社入社
    2018年    1 月 同社お客さま部長
    2022年    1 月 同社都市ガス供給部長
    2023年    1 月 当社DX推進部（出向）
    2023年    1 月 当社DX推進部長（現任）

2,200株

取締役候補者とした理由
　当社において、DX推進や業務改革に関する豊富な経験と知識を有しており、これらの経験を通じて培った
高い見識が当社の経営に活かされる人物と判断し、新たに取締役候補者としたものであります。

再任

たけ

猛
 

 
 

 
 

　
 

 
 

 
お

尾
 

 
 

 
 

　
 

 
 

 
しん

真
 

 
 

 
 

　
 

 
 

 
じ

次
（1962年3月18日生）

　

    1984年    4 月 日本海ガス株式会社入社
    2004年    3 月 同社取締役総務部長
    2005年    3 月 同社取締役供給部長
    2012年    3 月 同社取締役技術本部長
    2014年    3 月 同社常務取締役技術本部長
    2017年    3 月 同社専務取締役技術本部長
    2018年    1 月 当社取締役（現任）
    2019年    2 月 株式会社サプラ代表取締役専務
    2020年    3 月 同社代表取締役社長（現任）

（重要な兼職の状況）
株式会社サプラ　代表取締役社長

11,410株

取締役候補者とした理由
　当社及びグループ会社の取締役として要職を歴任し、会社経営に関する豊富な経験、実績、見識を有して
いることから、引き続き取締役候補者としたものであります。
（注）１. 各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

２. 武内繁和、菅野克志、髙橋康志の各氏は、社外取締役候補者であります。
３. 武内繁和、菅野克志、髙橋康志の各氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、それぞれの社外

取締役としての在任期間は、本総会終結の時をもって武内繁和氏が8年２カ月、菅野克志氏が8年２
カ月、髙橋康志氏が6年であります。

４. 当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し
ており、当該保険契約の内容の概要は、事業報告の15頁に記載のとおりであります。各取締役候補
者の選任が承認されますと当該保険契約の被保険者に含められることとなります。

　　また、当該保険契約は次回更新時においても同内容での更新を予定しております。
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氏 名
（生　年　月　日） 略 歴 、 地 位 、 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況 所有する当社

株 式 の 数

再任

社外

ご

五
 

 
 

　
とう

藤
 

 
 

　
ひろ

宙
 

 
 

　
し

史
（1971年５月20日生）

　

    1994年    4 月 日本開発銀行（現株式会社日本政策投資銀行）入
行

    2006年    4 月 財団法人日本経済研究所（出向）
    2008年    3 月 株式会社日本政策投資銀行北陸支店調査役
    2010年    5 月 同社審査部課長
    2016年    6 月 同社北陸支店次長
    2018年    4 月 同社企業金融第５部次長
    2020年    6 月 国際・政策銀健康保険組合常務理事
    2024年    3 月 当社社外取締役（監査等委員）（現任）

－

監査等委員である社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要
　直接会社経営に関与した経験はありませんが、長年にわたる金融機関での豊富な経験と知見を有してお
り、これらの経験を通じて培った高い見識が、当社の経営全般に対して監査・監督機能強化に活かされる人
材であると判断し、監査等委員である社外取締役候補者としたものであります。

再任

社外

むぎ

麦
 

 
 

　
の

野
 

 
 

　
ひで

英
 

 
 

　
のり

順
（1957年3月18日生）

　

    1979年    4 月 株式会社北陸銀行入行
    2013年    6 月 同行代表取締役会長
    2013年    6 月 株式会社ほくほくフィナンシャルグループ取締役
    2014年    3 月 日本海ガス株式会社社外監査役
    2018年    1 月 当社社外監査役
    2020年    3 月 当社社外取締役（監査等委員）（現任）
    2022年    6 月 株式会社北陸銀行特別顧問（現任）

－

（重要な兼職の状況）
株式会社北陸銀行　特別顧問

監査等委員である社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要
　金融機関の経営者としての豊富な経験に基づく高い見識を有しており、当社の経営全般に対して客観的か
つ高度な視点から監査・監督機能を発揮していただける人材であると判断し、監査等委員である社外取締役
候補者としたものであります。

第２号議案　監査等委員である取締役３名選任の件
　本総会終結の時をもって、監査等委員である取締役全員（３名）が任期満了となりますので、監査等
委員である取締役３名の選任をお願いいたしたいと存じます。
　なお、本議案に関しましては、監査等委員会の同意を得ております。
　監査等委員である取締役候補者は次のとおりであります。
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氏 名
（生　年　月　日） 略 歴 、 地 位 、 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況 所有する当社

株 式 の 数

再任

おか

岡
 

 
 

　
もと

本
 

 
 

　
 

　
 

 
 

　
たけし

武
（1963年12月22日生）

　

    1987年    4 月 日本海ガス株式会社入社
    2010年    4 月 同社エネルギーソリューション本部営業統括部長
    2015年    4 月 株式会社モット日本海ガス代表取締役社長
    2020年    3 月 当社取締役総務人事経理担当
    2021年    1 月 当社取締役経理部長兼総務人事部担当

2022年    1 月 当社取締役経理部・人事広報部担当
2023年    1 月 当社取締役トータルライフ事業推進室・経理部・

人事広報部　各担当
2024年    3 月 当社取締役（監査等委員）（現任）

2,210株

監査等委員である取締役候補者とした理由
　当社及びグループ会社の取締役として長年にわたり経営の指揮を執り、管理部門全般に関する豊富な経験
と知見を有しており、引き続き当該知見を活かして当社の業務執行に対する監督、助言等を期待し監査等委
員である取締役候補者としたものであります。
（注）１. 各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

２. 五藤宙史、麦野英順の両氏は、社外取締役候補者であります。
３. 五藤宙史、麦野英順の両氏は、現在当社の社外取締役でありますが、それぞれの社外取締役として

の在任期間は、本総会終結の時をもって五藤宙史氏が２年、麦野英順氏は６年であります。
４. 当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し

ており、当該保険契約の内容の概要は、事業報告の15頁に記載のとおりであります。各取締役候補
者の選任が承認されますと引き続き当該保険契約の被保険者に含められることとなります。
また、当該保険契約は次回更新時においても同内容での更新を予定しております。
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氏 名
（生　年　月　日） 略 歴 、 地 位 、 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況 所有する当社

株 式 の 数

社外

きの

木
 

 
 

　
した

下
 

 
 

　
 

　
みのる

実
（1977年12月23日生）

　

    2007年    9 月 弁護士登録
2012年    4 月 富山市特定任期付職員（法務専門監）
2015年    4 月 木下法律事務所代表（現任）
2017年    4 月 富山県弁護士会副会長 －

（重要な兼職の状況）
木下法律事務所代表

補欠の監査等委員である社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要
　木下　実氏は弁護士としての豊富な経験と幅広い見識を有すると共に、企業法務にも精通しており、これ
らを当社の経営全般に対する監査・監督に活かしていただきたいため、補欠の監査等委員である社外取締役
候補者としたものであります。
　なお、同氏は過去に社外役員となる事以外の方法で直接会社経営に関与した経験はありませんが、上記の
理由により、社外取締役として、その職務適切に遂行できるものと判断しております。

第３号議案　補欠の監査等委員である取締役１名選任の件
　法令に定める監査等委員である取締役の員数を欠くことになる場合に備え、補欠の監査等委員である取
締役１名の選任をお願いいたしたいと存じます。
　なお、本議案に関しましては、監査等委員会の同意を得ております。
　補欠の監査等委員である取締役候補者は、次のとおりであります。

（注） １．候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２．木下　実氏は、補欠の社外取締役候補者であります。
３．当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締

結しており、当該保険契約の内容の概要は、事業報告の15頁に記載のとおりであります。
木下　実氏が監査等委員である取締役に就任した場合、同氏は当該保険契約の被保険者に含め
られることとなります。
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名　　　　称 太陽有限責任監査法人
事 　 業 　 所 主たる事業所　東京都港区元赤坂一丁目２番７号　赤坂Ｋタワー

沿　　　　革

    1971年     9 月 太陽監査法人設立
    2006年     1 月 太陽監査法人とＡＳＧ監査法人が合併し太陽ＡＳＧ監査法人となる
    2008年     7 月 有限責任組織形態に移行、太陽ＡＳＧ有限責任監査法人となる
    2012年     7 月 永昌監査法人と合併
    2013年     10月 霞が関監査法人と合併
    2014年     10月 太陽有限責任監査法人に社名変更
    2018年     7 月 優成監査法人と合併

概　　　　要

資本金 551百万円
構成人員 代表社員・社員 102名

特定社員 ５名
公認会計士 377名
公認会計士試験合格者等 221名
その他専門職 208名
事務職員 107名
顧問 ２名
契約社員 245名
合計 1,267名

監査関与会社　　1,119社

第４号議案　会計監査人選任の件
　当社の会計監査人であるEY新日本有限責任監査法人は、本総会終結の時をもって任期満了により退任と
なりますので、監査等委員会の決定に基づき、新たに太陽有限責任監査法人を会計監査人に選任すること
につき、ご承認をお願いするものであります。
　監査等委員会が太陽有限責任監査法人を会計監査人の候補者とした理由は、当社の事業規模に適した新
たな視点での監査が期待できることに加え、会計監査人に必要とされる専門性、独立性、品質管理体制及
び監査報酬の水準等を総合的に勘案した結果、当社の会計監査人として適任であると判断したためであり
ます。
　会計監査人候補者の概要等は、次のとおりであります。

（2025年12月31日現在）

以　上
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見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。

株主総会会場ご案内図
会場　富山市城北町２番36号

本社　東館　２階会議室
電話　076－443－1812（ＣＳＲ推進グループ直通）

CiC 富山
中央

郵便局

KNB

オーバード
ホール

北陸電力北陸電力
タワー111タワー111

龍谷富山高校龍谷富山高校

品川グループ本社品川グループ本社

CiC

マリエマリエ

富山
中央
郵便局

高志会館高志会館

JR富山駅
北口

会場 日本海ガス
　　 絆ホールディングス本社

交通　ＪＲ富山駅北口より徒歩約10分


